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雇用仲介事業に関する制度の改正について（報告） 

 

 

  本部会は、雇用仲介事業に関する制度の見直しについて、令和３年８月 30

日から同年 12 月８日までの間に計８回にわたり精力的に検討を深めてきた

結果、下記のとおりの結論に達したので、報告する。 

 

 

記 

 

 

別添のとおり、厚生労働大臣に建議すべきである。 
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雇用仲介事業に関する制度の改正について（報告書） 

 

第１ 基本的考え方 

 １ インターネットの普及が、場所や時間の制約なく大量の情報を利用・流

通させることを可能とし、労働市場においても求人・求職情報等の飛躍的

な増加がみられる中で、雇用仲介が果たす役割はこれまでになく大きくな

ってきている。ＩＴ技術等の進展に伴い、多種多様なサービスを提供して

いる雇用仲介事業者が労働市場において果たす役割を積極的に評価し、労

働市場において需給調整機能の一翼を担う者として位置づける必要があ

る。 

  

 ２ 少子高齢化による就業構造の変化、働き方や職業キャリアに対する意識

の多様化、新型コロナウイルス感染症の影響や産業構造の変化による人材

の移動の必要性等を踏まえ、職業安定機関は、労働市場全体の需給調整機

能を高め、実効的な雇用対策を講じることが重要であり、多様な雇用仲介

事業者とも情報の共有や連携を進めていくことが求められている。 

  

 ３ 雇用仲介事業者の位置づけを確固たるものとしつつ、利用者が安心して

サービスを利用することができる環境とするため、雇用仲介事業者が依拠

すべきルールをより明確にすべきである。その際、人手不足の状況が今後

更に進展する中においては、公正、適正かつ効率的なマッチングの実現に

向けた雇用仲介事業の機能向上が重要であることを踏まえ、こうしたマッ

チングにつながり、労働者になろうとする者にとっても有益なイノベーシ

ョンを阻害することのないように留意することが必要である。 

 

 ４ こうした考え方に基づき、雇用仲介事業の機能強化と募集情報等提供事

業の適正な運営を確保し、もって労働市場が的確かつ効率的に機能するた

めの基盤を整備するため、雇用仲介事業に関する制度の改正を行い、次の

ような具体的措置を講ずることが必要である。  

   なお、ＡＩやマッチングアルゴリズムの使用に係る留意点、労働条件の

明示等その他の論点についても、今後、今回講じる具体的措置の状況を踏

まえ必要に応じて検討を進めていくことが適当である。 

  

別添 
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第２ 具体的措置 

 １ 雇用仲介事業者が依拠すべきルール 

 （１）募集情報等の的確性 

  ア 募集情報等の的確性を確保することは労働市場が的確かつ効率的に機

能するために重要であり、職業紹介事業を行う者、求人者、労働者の募

集を行う者、募集情報等提供事業を行う者及び労働者供給事業者は、雇

用形態等の労働条件が実際と異なることがないよう、募集情報等や事業

に関する情報を提供するに当たって、虚偽又は誤解を生じさせる表示を

してはならないものとすることが適当である。 

  イ 雇用仲介事業者が募集情報等を的確に表示することができるよう、求

人者及び労働者の募集を行う者は、募集情報等について、正確かつ最新

の内容に保たなければならないものとすることが適当である。 

  ウ 職業紹介事業を行う者、募集情報等提供事業を行う者及び労働者供給

事業者は、募集情報等について、正確かつ最新の内容に保つための措置

を講じなければならないものとすることが適当である。 

 

 （２）個人情報の保護 

  ア 雇用仲介事業者を利用する求職者等が、自らの情報がどのように使用

されるかを理解し、納得してサービスを利用することができるよう、募

集情報等提供事業を行う者を含め雇用仲介事業者は、業務の目的の達成

に必要な範囲内で、当該目的を明らかにして求職者等の個人情報を収集

し、当該収集の目的の範囲内で求職者等の個人情報を適切に使用しなけ

ればならないものとすることが適当である。 

  イ 募集情報等提供事業を行う者を含め雇用仲介事業者は、業務上取り扱

ったことについて知り得た他人の秘密を漏らしてはならないものとする

ことが適当である。 

  ウ 募集情報等提供事業を行う者を含め雇用仲介事業者は、上記イのほ

か、その業務に関して知り得た個人情報等について、みだりに他人に知

らせてはならないものとすることが適当である。 

  エ 我が国における個人情報保護法制との関係にも留意しつつ、個人情報

の取扱いに関して本人の同意を得る場合の望ましい方法等について、指

針において明確化することが適当である。 

 

 ２ 労働力需給調整の円滑化 

 （１）官民の連携 

   円滑な労働力需給調整のため、職業紹介事業者に加え、募集情報等提供
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事業を行う者についても、職業安定機関と雇用情報の充実等に関して相互

に協力するものとすることが適当である。 

 

 （２）国による労働市場に関する情報の収集、提供 

  ア 国は、公共及び民間を通じた労働力需給調整の状況を把握し、公表す

ることが適当である。 

  イ 国は、多様化する雇用仲介事業の実態を把握するとともに、人材サー

ビス総合サイト等を有効に活用することにより、利用者にわかりやすく

公表することが適当である。 

  ウ 国は、雇用仲介事業の実態に即した優良事業者認定制度の検討を通

じ、利用者にとって優良な事業者がわかりやすくなるようにするととも

に、優良な事業者の利用を促進していくことが適当である。 

 

 （３）事業者団体等との協力 

  ア 事業者団体等は、当該団体に属する職業紹介事業者又は募集情報等提

供事業を行う者の事業運営が適正に行われるよう、団体に属する事業者

に必要な協力等を行うことが適当である。 

  イ 国は、事業主団体等と協力し、職業紹介事業者又は募集情報等提供事

業を行う者の適正な事業運営を確保することが適当である。 

 

３ 募集情報等提供 

 （１）定義 

   現在の職業安定法においては、以下のような場合については、募集情報

等提供には該当しない。 

・ 労働者となろうとする者又は労働者の募集を行う者若しくは募集受託

者以外に対して労働者となろうとする者に関する情報又は労働者の募集

に関する情報を提供する場合 

・ 労働者となろうとする者又は労働者の募集を行う者若しくは募集受託

者からの依頼を受けないで、労働者となろうとする者に関する情報又は

労働者の募集に関する情報を提供する場合 

このような場合であっても、以下のような場合については募集情報等提供

に該当するものとすることが適当である。 

ア 職業紹介事業を行う者又は募集情報等提供事業を行う者から依頼を受

け、労働者となろうとする者に関する情報又は労働者の募集に関する情

報を提供する場合 

イ 職業紹介事業を行う者又は募集情報等提供事業を行う者に対して労働
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者となろうとする者に関する情報又は労働者の募集に関する情報を提供

する場合 

ウ 労働者となろうとする者の職業の選択を容易とすることを目的として

労働者の募集に関する情報を収集し、労働者となろうとする者、職業紹

介事業を行う者又は募集情報等提供事業を行う者に提供する場合 

エ 必要な労働力の確保を容易とすることを目的として労働者となろうと

する者に関する情報を収集し、労働者の募集を行う者、職業紹介事業を

行う者又は募集情報等提供事業を行う者に提供する場合 

  

 （２）募集情報等提供事業者の把握 

  ア 労働者になろうとする者に関する情報を収集して募集情報等提供事業

を行う者については、労働者になろうとする者と接して事業を行ってい

ることから、より適切な事業運営の確保と指導監督のためにも届出制を

導入し、その実態を把握することが適当である。 

  イ アの事業者について、以下のような事業の概要を定期的に職業安定機

関が把握するものとすることが適当である。 

（ア）提供している労働者の募集に関する情報や労働者となろうとする

者に関する情報の規模 

   （イ）提供しているサービスの内容 

   （ウ）適正な事業運営のために取り組んでいる事項 

ウ 届出等の手続については、事業者の過大な負担となることがないよう

簡素なものとすることが適当である。 

エ 指針に規定されている職業紹介事業と募集情報等提供事業との区分に

ついて、現状を踏まえ判断基準を明確化することが適当である。 

 

（３）苦情処理 

  現在、職業紹介事業者においては紹介責任者が苦情処理を統括管理する

こととされている。募集情報等提供事業を行う者においても適切かつ迅速

な苦情の処理に当たって必要な体制を整備しなければならないものとする

ことが適当である。 

 

 （４）求職者等からの報酬受領の禁止 

   募集情報等提供事業を行う者が、募集に応じた労働者から報酬を受領し

てはならないという指針の内容については、法令において規定することが

適当である。 
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（５）事業情報の公開 

   利用者が納得して事業者を選択することができるよう、募集情報等提供

事業を行う者は、取り扱う情報の的確性と個人情報保護のために取り組ん

でいることやサービス内容について積極的に公表するよう努めるものとす

ることが適当である。 

 

 （６）違反への対応等 

  ア 募集情報等提供事業の適正な運営の確保のため、ルールへの違反につ

いては、現行の助言・指導、報告徴収に加え、改善命令、停止命令、立

入検査について法律に規定することが適当である。 

  イ （２）の労働者となろうとする者の情報を収集して行う募集情報等提

供事業の届出の手続の法定に伴い、届出義務違反等に対する罰則規定を

設けることが適当である。 

  ウ 公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的で募集情報等提供

を行うことや、虚偽の広告をして募集情報等提供を行うこと等に対する

罰則規定を設けることが適当である。 

 

４ 関係法制度の必要な整備 

  このほか、関係法制度について、必要な整備がされることが適当である。 


